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1 これまでの経過（詳細） 

 

日付   出来事 

中世  神田橋御門周辺を神田と呼称としていた。 

江戸時代  現在の神田地区の東半分に当たる地域を神田と呼称していた。 

Ｍ５  町名起立 

 地租賦課の前提となる地積と所有者の確定のための調査が行われ、

すべての土地に町名・地番が振り当てられる。 

三崎町一～三丁目・猿楽町一～三丁目・裏猿楽町 

Ｍ11/11  郡区町村編成法実施に伴い、旧江戸市中に 15区の設置。 

 千代田区の前身である神田区・麹町区の発足 

神田区 三崎町一～三丁目・猿楽町一～三丁目・裏猿楽町 

Ｔ12  関東大震災 

Ｓ８・９  震災復興として区画整理を実施し、町名も変更される。 

神田区 三崎町一～二丁目・猿楽町一～二丁目 

Ｓ22/３/15  神田区と麹町区が統合し、千代田区発足 

千代田区 神田三崎町一～二丁目・神田猿楽町一～二丁目 

Ｓ37/５/10  住居表示に関する法律制定 

Ｓ38/７/30  街区方式による住居表示の実施基準制定 

Ｓ38/８/12  第１回千代田区住居表示審議会開催 

Ｓ39/６/５  第５回千代田区住居表示審議会において「神田○○町は不採用とす

る」旨確認 

Ｓ40/11/22  第９回千代田区住居表示審議会において「神田○丁目は不採用とす

る」旨、再確認 

Ｓ41/８/29  第 11回千代田区住居表示審議会において「神田冠称の不採用」を

再確認 

Ｓ42/４/１  神田三崎町について住居表示が実施される 

千代田区 三崎町一～三丁目 

Ｓ43/８/15  第 17回千代田区住居表示審議会において「神田冠称の不採用」を

再々確認 

Ｓ44/４/１  神田猿楽町について住居表示が実施される。 

千代田区 猿楽町一～二丁目 

  

～ 

 

 以降、現在まで千代田区 三崎町・猿楽町の時期が続く 

Ｓ60/６/14  住居表示に関する法律改正により、第９条の二「旧町名等の継承」

追記 

Ｈ16/11/15  神保町地区町会連合会会長から、区長・議長に対し「三崎町及び猿

楽町の住居表示における神田の冠称復活に関する要望書」及び署名

提出 
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日付   出来事 

Ｈ18/３/15  住居表示検討懇談会開催 

Ｈ19/８/１  住居表検討示懇談会より区長に対し中間答申を提出 

Ｈ19/12/19  神田冠称に反対する住民・事業所の方から、区民商工課に対し「住

所変更したくない人の署名」提出 

Ｈ22 

９月～11月 

 地域内主要事業所意向調査を実施 

Ｈ23/10/31  三崎町・猿楽町の神田冠称に関する地域懇談会を開催 

Ｈ24/２  三崎町・猿楽町の神田冠称に関する住民意向調査を実施 

Ｈ25/４/30  「猿楽町・三崎町」町名変更反対の会より、議長に対し、「三崎町並

びに猿楽町への神田冠称復活に反対し、区の慎重な対応等を求める陳

情」提出  

Ｈ25/10/17  三崎町一丁目町会長他より、区長に対し、「『神田冠称復活』の早期

実現を求める要望書」提出。 
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2 三崎町並びに猿楽町の住居表示における神田の冠称復活に関する要望書及び署名 

 



5 

 

 

 



6 

 

3 住居表示検討懇談会 中間答申 

 

 

平成 19年 8月 1日 

 千代田区長 石川 雅己殿 

千代田区住居表示検討懇談会 

 座長 小西 徳應 

  

千代田区の住居表示について（中間答申） 

  

住居表示制度の実施以来 40数年が経過し、新しい町の名称が定着するとともに郵便等宅配事情の

改善や建物の所在地確認が容易になるなど住民生活の利便性は格段に向上してきました。しかしな

がら、一定の地域住民から「神田冠称復活」の要望書が提出されるなど、近年、歴史的な文化遺産

である旧町名に対する区民の関心が高まっています。 

本懇談会は、昨年 3月、貴職から千代田区の住居表示を巡る諸課題について諮問を受け、住居表

示の実施経過及び住居表示にともなう区民生活や企業活動への影響など、幅広い観点から検討を行

ってまいりました。 

今般、諸課題のうち神田冠称問題について当懇談会として一定の方向性をとりまとめましたので、

中間答申をいたします。 

  

はじめに 

  

「住居表示に関する法律」が昭和 37年 5月、「合理的な住居表示の制度及びその実施について必

要な措置を定め、もって公共の福祉を増進すること」を目的として施行され、全国の自治体におい

て住居表示が行われました。 

 千代田区においても、昭和 39年 12月の外神田地域から順次各地域で住居表示が実施されてきま

したが、昭和 55年 1月の紀尾井町以降は行われておらず、実施率は本区の総面積の 74.05パーセン

トにとどまっています。 

 また、この間住居表示による新しい町名が定着する一方、江戸開府 400年を契機として、江戸以

来の由緒ある町の名称の文化的な価値を見直す気運が高まり、平成 16年 11月には三崎町、猿楽町

の「神田冠称」の復活について、地域住民多数の署名を添えて区長及び区議会議長あて要望書が提

出されています。 

 当懇談会は、昨年 3月、住居表示に関する諸課題に関し、千代田区長から諮問を受け、住居表示

に関する課題の整理とその取り扱いについて議論を重ねてまいりました。その結果、今般、課題の

一部について方向性を取りまとめたので以下のとおり答申します。 

  

1 諮問事項及び諮問事項の現状と課題 

  

(1) 住居表示未実施地区について 
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本区は、区内全域を対象に住居表示を進めてきましたが、25％ほどが未実施となっています。そ

の理由として、昭和初期と戦後に行われた区画整理により、本区の町の区域や番地が一定の整理が

されていること、あるいは昭和 43年から導入された郵便番号制により、区民や企業等が大きな不便

を感じていないことなどにより、区も積極的に取り組んでこなかったものと考えられます。 

  しかし、実施地区と未実施地区が混在している現状を踏まえ、住居表示を取り巻く状況の変化を

勘案しつつ、未実施地区の取り扱いについて検討する必要があります。 

  

(2) 旧町名の復活について 

  

住居表示を実施した地域においては、新しい町名が定着する一方、旧町名に対する区民の関心が

高まっています。千代田区の住居表示は、「千代田区住居表示整備実施基準」に基づいて、いくつか

の町を統合するなど、適正な町の規模や境界を定めてきました。 

  旧町名を復活するには、こうして統合された町域を再び細分化する作業が生じますが、地域住民

からの要望があれば具体的な取り組みに着手する必要があります。そのため、旧町名復活により生

じる区民生活や企業活動における影響を十分調査、検討する必要があります。 

  

(3) 神田冠称の取り扱いについて 

  

住居表示の実施にあたり、区長の諮問機関である「住居表示審議会」は、「神田○丁目」あるいは

「神田○○町」という町名を使わないという方針を決定しました。その結果、住居表示を実施した

地域においての神田冠称使用は一切ありません。 

しかし、区民は「神田」という地名に対して強い誇りと愛着を持っており、平成 16年 11月には

三崎町、猿楽町の「神田冠称」の復活について、住民多数の署名を添えて要望書が提出されていま

す。 

 「神田冠称」は、町域の変更をともなわないため、比較的に社会的影響が少なく、実施までに一定

の猶予期間を設けることにより企業等のコスト負担も最小限に抑えられるものと考えられます。 

  

(4) 大規模再開発について 

  

区画整理をともなう大規模な再開発によって、道路の付け替えや拡幅等が行われ、町の形状が一

変した地域が誕生しています。このような街づくりの進展の過程で生じる町の区域や町名問題につ

いて検討する必要があります。 

  

 

 

 

2 懇談会の答申内容 

  

当懇談会は、諮問事項全般について委員相互の意見交換や議論を行いました。その結果、(1)町域

の変更がない。(2)現在の町名に神田を冠する町名変更にとどまり社会的混乱も少ないと予想される。
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(3)町会が主体的に署名活動を行い、多数の住民の合意が得られていることを踏まえ、三崎町及び猿

楽町の神田冠称については、実施に向けて取り組むことが望ましいと答申いたします。 

 ただし、神田冠称については、町名変更により経費負担や実務的負担がともなう当該地域の企業の

理解を得るよう、区と地域住民が協力して働きかけを行うことが肝要です。また、他の地域住民の

感情に配慮しながら、進めていく必要があります。 

  

おわりに 

 

今回の中間答申は、地域住民から具体的な要望があり、社会的混乱が少ない「神田冠称問題」の

実施に向けての取り扱い方針を示しましたが、その実現に向けては千代田区全体の問題としてとら

えて進める必要があります。 

  懇談会は、区が地域住民や企業と連携・協働してこの課題に取り組み、神田冠称復活が実現され

ることを願ってやみません。 

  なお、その他の課題については、地域住民の意向把握、社会的影響、他自治体の動向等の情報収

集を行いつつ、引き続き検討してまいります。 
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4 「住所変更したくない」人の署名    
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5 三崎町・猿楽町の神田冠称に関する住民意向調査報告書 
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6 三崎町並びに猿楽町への神田冠称復活に反対し、区の慎重な対応等を求める陳情     
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7 「神田冠称復活」の早期実現を求める要望書 
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8 町名変更に関する手続について（主なもの） 

 (1) 住民票や戸籍等に関すること 

 

 

 (2) 障害をお持ちの方に関すること 

 

1. 戸籍 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
2. 住民票 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

3.
顔写真付き
住民基本台帳カード

○ ¥0 ―
≪必要書類≫
・住民基本台帳カード

4.
顔写真なし
住民基本台帳カード

― ― ―
カードに住所の記載がないため手
続き不要。

5. 公的個人認証 ― ― ―
軽微な修正に当たるため手続き不
要。

6. 印鑑登録証 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

7. 在留カード ○ ¥0 ―
≪必要書類≫
・在留カード
・住居地届出書

8. 特別永住者証明書 ○ ¥0 ―
≪必要書類≫
・特別永住者証明書
・住居地届出書

項目
手続の
有無

費用 期限 必要書類

1. 心身障害者福祉手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

2. 心身障害者医療費助成 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
医療券を郵送。

3. 東京都重度心身障害者手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
4. 特別障害者手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
5. 難病患者福祉手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
6. 障害児福祉手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

7.
障害者(児)等緊急介護人助成
事業

― ― ― 住所変更手続きは不要。

8. 経過的福祉手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

9.
医療費助成に伴う
受給者証

― ― ― 区が自動的に修正を行う。

10.
自立支援サービス受給者証
(居宅支援、デイサービス、
生活保護、短期入所等)

― ― ―
次回更新時に区が自動的に修正を
行う。

11. 自立支援医療券 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
医療券を郵送。

12.
自立支援医療受給者証
(精神障害者)

○ ¥0 すみやかに
≪必要書類≫
・変更届出書

13. 大気汚染医療費助成制度 ○
\0

（住民票代
は別途）

すみやかに

≪必要書類≫
・認定申請書
・主治医診療報告書
・住民票
・健康保険証等の写し
・今まで持っていた医療券

14.
療育手帳
（愛の手帳）

― ― ―
旧住所の記載された手帳を引き続
き使用可能。ただし、手帳の書き
換えが必要なら手続きが必要。

15. 身体障害者手帳 ― ― ―
旧住所の記載された手帳を引き続
き使用可能。ただし、手帳の書き
換えが必要なら手続きが必要。

16. 精神障害者保健福祉手帳 ○ ¥0 すみやかに
≪必要書類≫
・変更届出書

手続の
有無

費用 期限 必要書類項目
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 (3) 年金に関すること 

 

 

 (4) 公的保険に関すること 

 

 

 (5) 子どもに関すること 

 

 

 

 

 

 

1.
国民年金
(一号、二号、三号保険者)

― ― ―
区からの通知に基づき、年金事務
所が自動的に修正を行う。

2. 共済年金 ○ ¥0 すみやかに
≪必要書類≫
・住所変更届等

3. 厚生年金 ― ― ―
区からの通知に基づき、年金事務
所が自動的に修正を行う。

手続の
有無

費用 期限 必要書類項目

1.
国民健康保険被保険者証
(74歳以下の方に発行)

― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
保険証を郵送。

2.
国民健康保険高齢受給者証
(70歳以上74歳以下の方に発行)

― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
保険証を郵送(時期未定)。

3.
後期高齢者健康保険受給者証
(75歳以上の方に発行)

― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
保険証を郵送。

4.
健康保険証
（協会けんぽ任意継続加入の方）

○ ¥0
変更事由発
生から５日

以内

≪必要書類≫
・任意継続被保険者住所変更（訂
正）届
※保険証は各自手書で修正

5. 雇用保険被保険者 ― ― ―
現在就労している方については住
所の登録がないため手続き不要。

6. 介護保険被保険者証 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、新しい
保険証を郵送。

7. 共済組合組合員証 ○ ¥0 すみやかに
≪必要書類≫
・住所変更届等

項目
手続の
有無

費用 期限 必要書類

1. 児童手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
2. 児童育成手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
3. 児童扶養手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
4. 次世代育成手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。
5. 特別児童扶養手当 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

6. こども医療証 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、更新時期に
合わせて新しい医療証を郵送。

7. 高校生等医療証 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、更新時期に
合わせて新しい医療証を郵送。

8. ひとり親医療証 ― ― ―
区が自動的に修正を行い、更新時期に
合わせて新しい医療証を郵送。

9. 小児慢性疾患医療費助成 ○ ¥0 すみやかに

≪必要書類≫
・変更届
・新住所を確認できる書類

10. 発達障害等の療育経費助成 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

項目
手続の
有無

費用 期限 必要書類
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 (6) 自動車等に関すること 

 

 (7) 事業所に関すること 

 

1. 自動車運転免許証 ○
\0

（住民票代
は別途）

すみやかに

≪必要書類≫
・新住所を確認できる書類等
・運転免許証記載事項変更届
・印鑑

2. 自動車検査証 ― ―
次回手続き

時に同時に
変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

3. 軽自動車検査証 ― ―
次回手続き
時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

4. 自動車保管場所証明書 ― ―
次回手続き

時に同時に
変更

今回の町名変更による車検証の更新は
必要ないため、車検証の更新に伴い必
要となる左記手続きは不要。

5.
原動機付自転車の
標識・交付証明書
（0cc～50cc未満）

― ― ― 区が自動的に修正を行う。

6.
小型二輪の標識・交付証明
(50cc以上～125CC未満)

― ― ― 区が自動的に修正を行う。

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1. 雇用保険受給資格者 ○ ¥0 すみやかに
≪必要書類≫
・新住所を確認できる書類

2.
雇用保険適用事業所
求人事業所

○
￥0

（謄本代は
別途）

変更事由発
生から10日
以内

≪必要書類≫
・雇用保険事業主事業所各種変更届

・登記事項証明書
・適用事業所台帳

3. 労働者災害補償保険 ○
￥0

（謄本代は
別途）

変更事由発
生から10日
以内

≪必要書類≫
・労働保険名称所在地変更届
・許可証の書き換え申請
・履歴事項全部証明書

4. 商工融資 ○
¥0

（謄本代は
別途）

＿
≪必要書類≫
金融機関による

5.
宅地建物取引業者免許
宅地建物取引主任者登録

― ― ―
区からの通知に基づき、都が自動
的に修正を行う。

6. 食品関係営業許可 ○ ¥0
変更事由発
生から10日
以内

≪必要書類≫
・食品衛生管理者専任(変更)届
・営業許可申請事項変更届
・行商人住所・氏名変更届
・食品仕入先住所・氏名変更届
・卵選別包装業者届出事項変更届
・給食供給者届出事項変更届

7. 食鳥処理関係の許可 ○ ¥0
変更事由発
生から10日
以内

≪必要書類≫
・食鳥処理事業許可事項変更届

8. ふぐの取扱い関係 ○ ¥0 すみやかに

≪必要書類≫
・ふぐ取扱い所認証書書換申請書
・ふぐ加工製品取扱い届出事項変更届

9. 美容師関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

すみやかに
≪必要書類≫
・美容所変更届

10. 理容師関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

すみやかに
≪必要書類≫
・理容所変更届

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容
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11. クリーニング関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

すみやかに
≪必要書類≫
・クリーニング所変更届

12. 興行場関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

すみやかに
≪必要書類≫
・興行場変更届

13. 公衆浴場関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

変更事由発

生から10日

以内

≪必要書類≫
・公衆浴場変更届

14. プール関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

遅滞なく
≪必要書類≫
・プール変更届

15. 旅館業関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

変更事由発

生から10日

以内

≪必要書類≫
・旅館業変更届

16. 建築物衛生法関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

変更事由発

生から一か

月以内

≪必要書類≫
・特定建築物変更届

17. 水道法関係許認可 ○
¥0

（謄本代は
別途）

すみやかに

≪必要書類≫
・簡易専用水道変更届
・専用水道記載事項変更届

18.
診療所許認可
（歯科診療所含む）

― ― ― 区が自動的に修正を行う。

19. 施術所・歯科技工所等の届出 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

20. 薬局・店舗販売業の許認可 ― ― ―
区が自動的に修正を行う。
※許可証の書き換えは任意

21. 毒物劇物販売業の登録 ― ― ―
区が自動的に修正を行う。
※登録証の書き換えは任意

22. 病院の許認可 ○ ¥0 すみやかに

《必要書類》
・病院開設許可（届け出）事項中
一部変更届

23. 風俗営業届出・許可 ― ―
次回手続き

時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

24. 古物営業届出・許可 ― ―
次回手続き

時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

25. 質屋営業内容変更・許可 ― ―
次回手続き

時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

26.
核燃料物質等危険物
運搬警備業務

― ―
次回手続き

時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

27. 警備業営業 ― ―
次回手続き

時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

28. 危険物取扱 ― ― ―
区からの通知に基づき、東京消防
庁が自動的に修正を行う。

29. 株式上場事業所 ○ ¥0 すみやかに
各証券取引所のシステム上等で住
所変更手続きが必要

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容
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 (8) 不動産登記に関すること 

 

 

 (9) 法人登記に関すること 

 

※1町名変更に伴う住所変更があった場合、変更登記があったとみなされる1ため基本的に手続きは不要。

しかし、記載内容については自動的に変更されるわけではないので、記載の変更を確実に行うためには手

続きが必要。 

※2神田冠称実施に伴う登記の場合、区の発行する町名変更実施証明書の提示で、登録免許税が免除にな

る。23 

  

                                        
1 参考：不動産登記規則第 92条 

１ 行政区画又はその名称の変更があった場合には、登記記録に記録した行政区画又はその名称について

変更の登記があったものとみなす。字又はその名称に変更があったときも、同様とする。 

２ 登記官は、前項の場合には、速やかに、表題部に記録した行政区画若しくは字又はこれらの名称を変

更しなければならない。 
2 参考：登録免許税法第５条＜抜粋＞  

次に掲げる登記等（第四号又は第五号に掲げる登記又は登録にあつては、当該登記等がこれらの号に掲げ

る登記又は登録に該当するものであることを証する財務省令で定める書類を添付して受けるものに限る。）

については、登録免許税を課さない。 

五 行政区画、郡、区、市町村内の町若しくは字又はこれらの名称の変更（その変更に伴う地番の変更及

び次号に規定する事業の施行に伴う地番の変更を含む。）に伴う登記事項又は登録事項の変更の登記又は

登録 
3 参考：登録免許税法施行規則第１条＜抜粋＞ 

登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号。以下「法」という。）第五条に規定する書類は、次の各号

に掲げる登記又は登録の区分に応じ当該各号に定める書類とする。 

二 法第五条第五号に掲げる登記又は登録 その登記又は登録が同号に規定する行政区画、郡、区、市町

村内の町若しくは字又はこれらの名称の変更に伴つて受けるものであることを証する当該変更に係る市

町村長又は同号に規定する事業の施行者（国及び法別表第二に掲げる者以外の者にあつては、その者が、

当該事業の施行について都道府県知事又は市町村長の認可を受けた者であることを当該都道府県知事又

は市町村長の証明により明らかにされたものに限る。）の書類 

 

1. 不動産の所在地変更 ― ― ―
区からの通知に基づき、法務局が
職権で修正を行う。

2. 不動産の権利に関する登記※1 △ ¥0※2 ―

≪必要書類≫
・変更登記申請書
・住所変更証明書類
・印鑑

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1. 各種法人の定款変更 ― ― ―
法務局における手続きはないが、
所管庁への報告や株主総会の開催
等が必要になる場合有。

2. 商業登記※1 △ ¥0※2 ―

≪必要書類≫
・会社変更登記申請書
・住所変更証明書類
・印鑑　等

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容
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 (10)学校法人に関すること 

ア 私立小学校、中学校、高等学校 

 

 

イ 大学、高等専門学校、大学を設置する各学校設置会社等 

 

 

 (11)ＮＰＯ法人に関すること 

 
 

 (12)宗教法人に関すること 

 

 

 

1. 私立学校の学則 ○ ¥0 遅滞なく

≪必要書類≫
・学則変更届
・新旧比較対照表
・新旧学則
・理事会決議録（原本証明可）

2. 学校法人の寄附行為 ○
￥0

（謄本代は
別途）

遅滞なく

≪必要書類≫
・学校法人等寄附行為変更届出書
・新旧比較対照表
・理事会決議録
・評議員会決議録
・寄附行為全文
・変更後の登記簿謄本

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1. 私立学校の学則 ○ ¥0

変更しよう
とする年度

の前年度の
４月１日か

ら12月31日
まで

≪必要書類≫
・変更届（様式２）
・変更の事由及び時期等を記載し
  た書類（様式３）
・校地校舎等の図面

2. 学校法人の寄附行為 ○
￥0

（謄本代は
別途）

遅滞なく

≪必要書類≫
・学校法人等寄附行為変更届出書
・寄附行為変更の条項及びその事由を

　記載した書類並びに新旧対照表

・寄附行為所定の手続きを経たこ
  とを証する書類
・変更後の寄附行為
・事務担当者連絡票
・登記事項変更登記完了届
・登記事項証明書

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1.
特定非営利活動法人の定款
（主たる事務所、従たる事務
所、代表者の住所）

○ ¥0 すみやかに

≪必要書類≫
・住所変更届
（定型様式無し、代表者印要）
・区の発行する町名変更証明書

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1.
宗教法人の登記事項変更
(主たる事務所、従たる事務
所、代表者の住所)

○
¥0

（謄本代は
別途）

登記完了後

遅滞なく

≪必要書類≫
・登記事項変更届
・履歴事項全部証明

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容



37 

 

 (13)政治団体に関すること 

 

 

 (14)その他（主な手続き） 

 

※3各関係機関に個別の問い合わせが必要 

  

1.
政治団体の異動届
（主たる事務所、代表者・会計責任
者・会計責任者の事務代行者の住所）

○ ¥0
異動事由が
発生から７

日以内

≪必要書類≫
・届出事項の異動届

2.
資金管理団体の異動届
（主たる事務所、代表者の住所）

○ ¥0
異動事由が
発生から７

日以内

≪必要書類≫
・資金管理団体届出事項の異動届

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容

1. パスポート ― ― ―

手続きは不要だが、パスポートの裏表
紙の「所持人記入欄」に住所を記入し
ている方は、該当箇所を２本線で抹消
し、余白に新しい住所をご自身で書き
込むことが必要。

2. 郵便物の配達 ― ― ― 区から情報提供を行う。

3. 東京電力との契約 ― ― ―
区からの通知に基づき、東京電力
が自動的に修正を行う。

4. 東京ガスとの契約 ― ― ―
区からの通知に基づき、東京ガス
が自動的に修正を行う。

5. プロパンガス ○ ※3 すみやかに
≪必要書類≫
プロパンガス会社による

6. 水道 ― ― ―
区からの通知に基づき、都が自動
的に修正を行う。

7.
NTT電話加入契約
電話帳記載住所

― ― ―
区からの通知に基づき、ＮＴＴ東
日本が自動的に修正を行う。

8.
固定電話契約(NTT以外)
各種携帯電話契約

○ ※3 すみやかに
≪必要書類≫
電話会社による

9. インターネットプロバイダ等 ○ ※3 すみやかに

≪必要書類≫
インターネットプロバイダ会社に
よる

10. 銀行口座等 ○ ※3 すみやかに
≪必要書類≫
金融機関による

11.
保険各種
(生命・火災等)

○ ※3 すみやかに
≪必要書類≫
保険会社による

12. クレジットカード ○ ※3 すみやかに
≪必要書類≫
カード会社による

13. 飼い犬の鑑札 ― ― ― 区が自動的に修正を行う。

14. 銃刀の所持 ― ―
次回手続き
時に同時に

変更

行政側の事由により住所の表示が
形式的に変更される場合、手続き
義務は生じない。

項目
手続の
有無

費用 期限 手続内容
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9 関連法令 

 (1) 地方自治法（昭和 22年 4月 17日制定）抜粋 

（委員会・委員の設置） 

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定

めるところにより、委員会又は委員を置く。 

２ 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共団体の条例

若しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の規程を定め

ることができる。 

３ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛

争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くこと

ができる。ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない。 

 

（市町村内の町又は字の区域） 

第二百六十条 市町村長は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、市町村の区域内の町若しく

は字の区域を新たに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の区域若しくはその名称を変更

しようとするときは、当該市町村の議会の議決を経て定めなければならない。 

２ 前項の規定による処分をしたときは、市町村長は、これを告示しなければならない。 

３ 第一項の規定による処分は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、前項の規定による告示

によりその効力を生ずる。 

 

 (2) 住居表示に関する法律（昭和 37年 5月 10 日制定） 

（目的） 

第一条 この法律は、合理的な住居表示の制度及びその実施について必要な措置を定め、もつて公共の福

祉の増進に資することを目的とする。 

（住居表示の原則） 

第二条 市街地にある住所若しくは居所又は事務所、事業所その他これらに類する施設の所在する場所

（以下「住居」という。）を表示するには、都道府県、郡、市（特別区を含む。以下同じ。）、区（地方自

治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の二十の区をいう。）及び町村の名称を冠するほか、

次の各号のいずれかの方法によるものとする。 

一 街区方式 市町村内の町又は字の名称並びに当該町又は字の区域を道路、鉄道若しくは軌道の線路そ

の他の恒久的な施設又は河川、水路等によつて区画した場合におけるその区画された地域（以下「街区」

という。）につけられる符号（以下「街区符号」という。）及び当該街区内にある建物その他の工作物につ

けられる住居表示のための番号（以下「住居番号」という。）を用いて表示する方法をいう。 

二 道路方式 市町村内の道路の名称及び当該道路に接し、又は当該道路に通ずる通路を有する建物その

他の工作物につけられる住居番号を用いて表示する方法をいう。 

（住居表示の実施手続） 

第三条 市町村は、前条に規定する方法による住居表示の実施のため、議会の議決を経て、市街地につき、

区域を定め、当該区域における住居表示の方法を定めなければならない。 

２ 市町村は、前項の規定により区域及びその区域における住居表示の方法を定めたときは、当該区域に

ついて、街区符号及び住居番号又は道路の名称及び住居番号をつけなければならない。 
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３ 市町村は、前項の規定により街区符号及び住居番号又は道路の名称及び住居番号をつけたときは、住

居表示を実施すべき区域及び期日並びに当該区域における住居表示の方法、街区符号又は道路の名称及び

住居番号を告示するとともに、これらの事項を関係人及び関係行政機関の長に通知し、かつ、都道府県知

事に報告しなければならない。 

４ 市町村は、第一項及び第二項に規定する措置を行なうに当たつては、住民にその趣旨の周知徹底を図

り、その理解と協力を得て行なうように努めなければならない。 

（条例への委任） 

第四条 前条第三項の告示に係る区域について当該告示に掲げる日以後街区符号、道路の名称又は住居番

号をつけ、変更し、又は廃止する場合における手続その他必要な事項は、市町村の条例で定める。 

（町又は字の区域の合理化等） 

第五条 街区方式によつて住居を表示しようとする場合において、街区方式によることが不合理な町又は

字の区域があるときは、できるだけその区域を合理的なものにするように努めなければならない。 

２ 前項の規定により新たな町又は字の区域を定めた場合には、当該町又は字の名称は、できるだけ従来

の名称に準拠して定めなければならない。これにより難いときは、できるだけ読みやすく、かつ、簡明な

ものにしなければならない。 

（町又は字の区域の新設等の手続の特例） 

第五条の二 市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は、第二条に規定する方法による住居表示の

実施のため、地方自治法第二百六十条第一項の規定により町若しくは字の区域の新設若しくは廃止又は町

若しくは字の区域若しくはその名称の変更（以下「町又は字の区域の新設等」という。）について議会の

議決を経ようとするときは、あらかじめ、その案を公示しなければならない。 

２ 前項の規定により公示された案に係る町又は字の区域内に住所を有する者で市町村の議会の議員及

び長の選挙権を有するものは、その案に異議があるときは、政令の定めるところにより、市町村長に対し、

前項の公示の日から三十日を経過する日までに、その五十人以上の連署をもつて、理由を附して、その案

に対する変更の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、前項の期間が経過するまでの間は、住居表示の実施のための町又は字の区域の新設等の

処分に関する議案を議会に提出することができない。 

４ 第二項の変更の請求があつたときは、市町村長は、直ちに当該変更の請求の要旨を公表しなければな

らない。 

５ 市町村長は、第二項の変更の請求があつた場合において、当該変更の請求に係る町又は字の区域の新

設等の処分に関する議案を議会に提出するときは、当該変更の請求書を添えてしなければならない。 

６ 市町村の議会は、第二項の変更の請求に係る町又は字の区域の新設等の処分に関する議案については、

あらかじめ、公聴会を開き、当該処分に係る町又は字の区域内に住所を有する者から意見をきいた後でな

ければ、当該議案の議決をすることができない。 

７ 市町村の議会は、第二項の変更の請求に係る町又は字の区域の新設等の処分に関する議案について、

修正してこれを議決することを妨げない。 

８ 第二項の市町村の議会の議員及び長の選挙権を有する者とは、第一項の公示の日において選挙人名簿

に登録されている者をいう。 

（住居表示義務） 

第六条 何人も、住居の表示については、第三条第三項の告示に掲げる日以後は、当該告示に係る区域に

ついて、同条第二項の規定によりつけられた街区符号及び住居番号又は道路の名称及び住居番号を用いる

ように努めなければならない。 
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２ 国及び地方公共団体の機関は、住民基本台帳、選挙人名簿、法人登記簿その他の公簿に住居を表示す

るときは、第三条第三項の告示に掲げる日以後は、当該告示に係る区域について、他の法令に特別の定め

がある場合を除くほか、同条第二項の規定によりつけられた街区符号及び住居番号又は道路の名称及び住

居番号を用いなければならない。 

（手数料その他の徴収金に関する特例） 

第七条 第三条第一項及び第二項の規定による住居表示の実施並びに第四条の規定による街区符号、道路

の名称又は住居番号の設定、変更又は廃止に伴う公簿又は公証書類の記載事項で住居の表示に係るものの

変更の申請については、法令の規定により当該申請をする者の負担とされている手数料その他の徴収金は、

当該法令の規定にかかわらず、徴収しない。 

（表示板の設置等） 

第八条 市町村は、第三条第三項の告示に係る区域の見やすい場所に、当該区域内の町若しくは字の名称

及び街区符号又は道路の名称を記載した表示板を設けなければならない。 

２ 前項の区域にある建物その他の工作物の所有者、管理者又は占有者は、市町村の条例で定めるところ

により、見やすい場所に、住居番号を表示しなければならない。 

（住居表示台帳） 

第九条 市町村は、第三条第三項の告示に係る区域について、当該区域の住居表示台帳を備えなければな

らない。 

２ 市町村は、関係人から請求があつたときは、前項の住居表示台帳又はその写しを閲覧させなければな

らない。 

（旧町名等の継承） 

第九条の二 市町村は、由緒ある町又は字の名称で住居表示の実施に伴い変更されたものについて、その

継承を図るため、標識の設置、資料の収集その他必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

（国又は都道府県の指導等） 

第十条 国又は都道府県は、この法律の円滑な実施のため、市町村に対し、この法律の規定により市町村

が処理する事務について、必要な指導を行うものとする。 

２ 総務大臣又は都道府県知事は、この法律の円滑な実施のため必要があると認めるときは、市町村に対

し、第三条第一項及び第二項に規定する措置をとるべきことを勧告することができる。 

３ 総務大臣又は都道府県知事は、この法律の円滑な実施のため必要があると認めるときは、市町村に対

し、第三条、第五条、第五条の二及び第八条から前条までの規定により市町村が処理する事務について、

報告を求め、又は技術的な援助若しくは助言をすることができる。 

４ 総務大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、都道府県に対し、報告を求め、又は

援助若しくは助言をすることができる。 

（国及び都道府県の機関等の協力） 

第十一条 国及び都道府県の機関並びに公共的団体は、住居表示の実施が円滑に行なわれるよう市町村に

協力しなければならない。 

（委任規定） 

第十二条 この法律の規定による住居表示の実施について必要な技術的基準は、総務大臣が定める。 

（政令への委任） 

第十三条 この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。 
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 (3) 千代田区住居表示審議会条例（昭和 37年 12月４日制定） 

（設置） 

 千代田区内における住居表示に関する法律（昭和 37年法律第 119号）に基づく制度の実施第一条

について、必要な事項を審議するため、区長の附属機関として、千代田区住居表示審議会（以下「審

議会」という。）をおく。 

（組織） 

 審議会は、次に掲げるもののうちから、区長が委嘱する委員 20名以内をもつて組織する。 第二条

(１) 区議会議員 ３名以内 

(２) 区行政委員 ２名以内 

(３) 公共的団体等の役員 11名以内 

(４) 関係行政機関の職員 ４名以内 

２ 前項の委員のほか、区長は、必要があると認めるときは、臨時に委員を委嘱する。 

（委員の任期） 

 委員の任期は、１年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。但し、再任を妨げ第三条

ない。 

（会長及び副会長） 

 審議会に会長及び副会長各１名をおき、委員が互選する。 第四条

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長がともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長の職務を代

理する。 

（会議） 

 審議会は会長が招集する。 第五条

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（委任） 

 この条例の施行について必要な事項は、区長が定める。 第六条
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 (4) 千代田区住居表示審議会条例施行規則（昭和 38年１月 21日制定） 

（目的） 

 この規則は、千代田区住居表示審議会条例（昭和 37年 12月千代田区条例第 20号。以下「条第１条

例」という。）に基づき、千代田区住居表示審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（委員） 

 条例第２条第１項の委員の委嘱を次のとおり定める。 第２条

(１) 区議会議員の委員は、区議会議長の推薦による議員３名とする。 

(２) 区行政委員の委員は、教育委員長及び選挙管理委員長とする。 

(３) 公共的団体等の役員の委員は、区内所在の連合町会長、商店街連合会長及び婦人団体協議会

代表並びに区内所在の郵政事業株式会社支店長の代表とする。 

(４) 関係行政機関の職員の委員は、副区長並びに区内所在の警察署長及び消防署長の代表とする。 

（審議会） 

 審議会は、必要に応じ随時開催する。 第３条

（事務機構） 

 審議会に幹事及び書記を置く。 第４条

２ 幹事及び書記は、区の職員の中から区長が任命する。 

３ 幹事は、審議会の所掌事務について、委員を補佐し、書記は、審議会の庶務に従事する。 

 


